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４．事業実施の考察 

４－１ 相談支援から見えてきた課題と考察 

センターは本事業を令和３年～４年度の２年間継続して取り組んでおり、令和３年度

は 32 人、令和４年度は 35 人の対象者に支援を実施した。令和４年度実施した 35 人の

うち 14 人が継続ケースで、その内訳はＡＬＳ６人、多系統萎縮症１人、脊髄性筋萎縮症

１人、進行性骨化性線維異形成症１人と、計９人が進行性疾患であった。これらの対象者

は、病気の進行によって入力装置や意思伝達装置等の本体の再検討が必要となっており、

フォローアップ体制が必須であると考えている。 

意思疎通に障害があるケースについて、相談者から意思伝達装置に関する問い合せが

あり支援を開始するが、①対象者の身体特性および利用環境の評価、②目的活動の明確

化（ニーズの整理）、③試用検討を繰り返すなかで、補装具の意思伝達装置として定義さ

れている「意思伝達機能を有するソフトウェアが組み込まれた専用機器であること。文

字版又はシンボル等の選択により意思の表示等の機能を有する文字等走査入力方式で対

応されているもの」を、装用訓練していく対象者の多くは、ＡＬＳ等による進行性の神

経・筋疾患及び脳幹梗塞による閉じ込め症候群の人が大半であった。このような取組か

ら令和４年度に装用訓練を実施し意思伝達装置を補装具申請で入手した者が 2 人、既に

意思伝達装置を入手し、入力装置の変化に対応して装用訓練を実施した者が７人、現在

申請に向けて装用訓練を実施している者が２人であり、全体での訓練回数は１３８回で

あった。  

その他の疾患においてはできる限り対象者の自由度の高い動きを見出し、文字等走査

入力方式ではなく、タッチパネルや代替えマウスを利用した直接的な入力を実現させ、

よりスムーズにコミュニケーションを図ることができる手段を選択しているようである。

これらのことから、地域で暮らす対象者への相談支援においては、身体特性や環境面の

評価ができるリハ専門職等の関与が極めて重要であると考える。 

また、連携においては、亡くなられた１人を除き 34 人のうち在宅サービス利用者は

28 人（82％）であり、各地域での支援体制の構築がなされていたと考えている。相談依

頼者はリハ専門職が 24 人（70％）と多く、その他の依頼者は介護支援専門員４人、教

育関係者３人、医療機関のソーシャルワーカー１人、相談支援専門員１人、家族からの相

談が１人であったが、継続して支援を行うには各地域のリハ専門職との技術連携とフォ

ローアップが重要となることから、協働して支援が進められていた。このように意思伝

達装置の支援を必要とする人へ支援技術を届けるには、医療的リハと生活期リハの切れ

目のない連携が重要であると考えている。 

一方で、気管切開後音声・言語の障害のため意思伝達装置の導入を図り、日常の意思疎

通や就労、社会参加等で十分な意思伝達装置の利用を行っていた対象者が、病気の進行

により、視線入力やスイッチの選択が厳しくなり、生体現象方式の意思伝達装置の試用

検討を行うケースが見られたが、今まで出来ていたことを継続し続ける困難さや、周り
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の支援者の期待に応える難しさを痛切に感じている。これらに対応するには工学技術者

との連携も必要であり、今後の機器開発につなげていく取り組みも重要であると考えて

いる。 

 

４－２ 本事業で得られた成果 

地域包括ケアが推進されるなか、言語・音声障害を持つ重度な障害のある方々も住み

慣れた自宅や地域で暮らす方が増えており、生活期リハにおける支援技術の充実が急務

であると感じている。そのため、本事業を通して身体状況に合わせてタイムリーに入力

装置を適用していくことが可能となるよう段階づけた入力装置を整備することができた。

意思伝達装置本体においては、対象者が所有するパソコンや情報ツールをどのように活

用してきたかによって、行いたい活動が異なり、また操作の理解力や習熟度にも影響を

受けること、そして支援者の設定・調整能力に対応した扱いやすさを考慮した各種意思

伝達装置本体を整備することが鍵となる。これらを、リハビリテーション専門病院や訪

問看護ステーションのリハ専門職に情報提供を行い、貸出機器リストを作成したことで、

地域連携がしやすくなったと考えている。 

また、リハ専門病院の医療機関との意見交換や情報提供の場を持つことができ、退院

時における地域の支援者に対する申し送りの重要性や、医療機関においても必要な環境

整備、最新機器等に関する情報共有が進んでいると感じている。 

一方で、今年度から能登、金沢、加賀の県内３会場で訪問看護師や介護支援専門員、相

談支援専門員等の身近な支援者に対して、コミュニケーションの大切さについて意思伝

達装置を利用する当事者からの講義や、その地域のリハ専門病院のリハ専門職からコミ

ュニケーションに関する支援報告等を行う場を設けることで、各地域で医療機関と支援

者との有効な交流の場になったと感じている。また、支援者が意思伝達装置を体験する

ことで、具体的なイメージを持つことができ、現在自分が担当している対象者のなかで

コミュニケーション障害を持つ人への支援計画の見定めや見直しにも繋がっていけばと

考えている。 

 

４－３ 本事業の振りかえり 

上記のように本事業の取り組みの中で生じた課題とその対応策を下記に整理する。 

①対象者が必要とするコミュニケーション手段のニーズ分析に時間を要すること。 

⇒ 日々の生活で必要となるコミュニケーション手段を明確にするには医療機関と在

宅支援者の連携が重要となるため、今年度は訪問看護師、介護支援専門員、相談支援

専門員を対象に事業説明会を開催したが、各地域での参加者にばらつきが見られ、参

加者も少ない状況であった。サービスの地域格差も大きいことから、令和５年度も事

業説明会を継続しながら、各地域に応じた生活期リハのあり方も検討していく必要

がある。 
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②目的と身体特性に応じたＩＣＴの選択に時間を要すること。 

⇒ 各地域における人材育成として、リハ専門職の支援技術を高める研修が必要であ

るが、リハビリテーション専門病院および訪問看護ステーション等に働くリハ専門

職が情報共有しながら学べる場の提供が必要である。 

③支援を必要とする方の身近な地域で協力機関が必要であること。 

⇒ ②と同様に、令和３年度より県内の回復期リハ、障害者リハ等の実施機関に協力を

得て意見交換会を開催し、医療機関からの支援課題等に関する情報共有等を図った。

また意思伝達装置を設定、調整、体験等の学習を行う場を設けているが、リハ専門病

院でも意思伝達装置等の支援が未経験な機関もあり、今後も継続していく必要性を

感じている。 

④継続活用していくには、意思伝達装置の設定、調整、メンテナンス等に対応できる工学

技術者や協力業者が必要であること。 

⇒ 医療機関で意思伝達装置の導入を図っても、在宅で継続使用していくには福祉用

具事業所等の協力が必要であるが、対応可能な業者が不在な地域もあり、供給システ

ムの構築の検討が必要である。 

⑤限られた対象者だけではなく、支援が必要な人に支援が届く周知が必要であること。 

⇒ センターの事業説明を目的とした、ニュースやホームページを利用し、医療、保健、

福祉機関や当事者への周知を継続して行う必要がある。また、今年度から実施した事

業説明会を、各圏域の保健福祉センターを会場に開催することで周知していく。 

⑥導入を図ったことで在宅では利用できてもレスパイト入院や短期入所先においても利

用できるような対応が必要であること。 

⇒ 意思伝達装置の準備、入力装置の設定に苦手意識を持つ医療職や介護職が少なく

なく、意思疎通支援に関する必要性について更なる啓発が必要である。 

⑦意思伝達装置を利用し、意思疎通や就労、社会参加活動ができるようになった人が病

気の進行等で継続活用が困難になってきた時の対応の難しさへの克服が必要 

⇒ できるだけ長い時間利用継続できるように、入力装置や本体の再検討が必要であ

るが、視線入力等の疲労や眼球運動の制限で厳しくなってきた対象者に対する支援

がセンターで対応できるよう、工学技術者等の連携を深めていく必要がある。 

 

４－４ 今後の取り組み 

地域包括ケアが推進される中で、意思伝達装置の支援を必要とする人へ支援技術を届

けるには、身近な地域のリハ専門職との協働が必要となるため、各地域のリハビリテー

ション専門病院や訪問看護ステーションに勤務するリハ専門職への最新情報の提供、な

らびに支援技術の質の向上が重要になると考えている。また、医療機関での入院期間短
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縮もあり、各地域で意思伝達装置を必要とする医療依存度の高い療養生活者が多くなる

傾向も見られるため、令和５年度は訪問による在宅支援を行うことが可能な、訪問看護

ステーションのリハ専門職や、医療機関・介護保険事業所で勤務する訪問リハ担当のリ

ハ専門職を対象に、支援の必要性に関する事業説明会や研修を行い、より多くの事業所

のリハ専門職が意思伝達装置に関する支援技術を提供できる体制を県内に構築していく

必要性があると考えている。図 29 は令和５年度に予定している事業実施の体系図であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 29 令和５年度の事業実施図 

 

また、これに併せてセンターの機能を周知していくことで、県内各地域で支援を必要

とする障害のある人に支援を届けることができる体制づくりと、人材育成に取り組んで

行きたいと考えている。 

 

 

 

 

 

 

別紙⑧ 連携強化

県リハビリテー
ションセンター

各地域の回復期リハ実施医療機関
（15機関）

障害者リハ実施医療機関
（８機関）

①医療リハ

Ｒ３：事業説明会・研修会の開催
（課題：対象者の把握できていない、情報不足、技術不足、機器がない）

Ｒ４：意見交換会・研修会の開催
（課題：入院期間の短縮で対応できない、情報不足、技術不足、機器がない）

Ｒ５：意見交換会・研修会の開催
（評価用具の提供・活用）

重度障害者用
意思伝達装置

③在宅リハ

〈役割〉 適合、装用訓練、フォローアップ）

訪問看護ステーション

居宅介護支援事業所

相談支援事業所

市町（地域包括支援センター）

保健福祉センター

②対象者の身近な支援者

〈役割〉 ニーズの発見

Ｒ４：事業説明会・啓発普及事業
の実施

（課題：研修参加者が少ない、情報不足、
サービスの地域格差が大きい）

Ｒ５：各地域（圏域）に応じた
サービス提供を検討
（県内４会場で実施）

福祉用具事業所

訪問看護ステー
ションの訪問リハ

医療機関・介護保険
事業所の訪問リハ

障害福祉
機能訓練事業

Ｒ４：訪問リハに関する社会資源調査

Ｒ５：事業説明会・研修会の開催
（県内４会場で実施）

〈役割〉
専門的相談・支援、
装置の貸出、
人材育成、体制づくり

④実施機関

目的：県内のどの地
域でも支援が必要な
障害者に支援が届く
ように

課題：県内の障害保
健福祉圏域によって
サービス等の社会資
源の違いが大きい

〈役割〉 ニーズの発見、適合、装用訓練 〈役割〉 装置の設定、
フォローアップ

Ｒ３：研修会の開催
（課題：情報不足、技術不足、手離れが

悪い、研修参加者が少ない）

Ｒ４：研修会の開催

Ｒ５：研修会の開催

技術連携

技術連携

技術支援

技術
支援

技術
支援

ニーズ
気づき
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